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本報告では、統⼀テーマである I. 「⽀払決済法」が講学上の⾦融法体系（とりわけ⾦融
監督法）においてどのように位置づけられるか、そして II. ⽀払決済⼿段は私法上どのよう
に位置づけられるかを扱う。 
I. ⾦融監督法において、これまで資⾦決済は「為替取引」として銀⾏業の⼀部とされてきと
ころ、2009 年資⾦決済法以降、資⾦決済が銀⾏から「独⽴」して規制されるようになった。
このような現象を理論上どのように位置づけるのか。 

銀⾏法において資⾦決済が規制される根拠は、預⾦の受⼊れと貸付の兼営と同様に、「シ
ステミックリスク」とされてきた（岩原紳作「銀⾏の決済機能と為替業務の排他性」『⾦融
法論集（上）』73−74 ⾴）。だが、そこでいう「システミックリスク」には①連鎖倒産のお
それ（ネットワーク効果）と②預⾦と貸付の流動性ミスマッチを原因とする取り付けをめぐ
る囚⼈のジレンマ状況の 2 つの異なる意味がある。預⾦の受⼊れと貸付の兼営は②流動性
ミスマッチの問題を招来するのに対し、資⾦決済によって⽣じるのはあくまで①連鎖倒産
のおそれにとどまる。システミックリスク概念をこのように区分することで、②流動性ミス
マッチから⽣じる囚⼈のジレンマ状況においては預⾦保険の必要性とそれに伴うモラルハ
ザードから法によるモニタリングが強く要請されるのに対し、①連鎖倒産のおそれに対し
ては倒産隔離の仕組みだけで⾜りることとなる。ここに資⾦決済法の「独⽴」の理由がある。 
II. そして、資⾦決済法制において重要となる倒産隔離を設計するにはそもそも資⾦決済⼿
段が倒産時（特に誤振込や無権限取引の場⾯）にいかなる規律に服するのかの議論が必要と
なる。これまでは、物権なのか債権なのか、あるいは⾦銭なのかといった法的性質論のみと
リンクして議論がなされてきた。だが、暗号資産・ステーブルコインといった新たな⽀払⼿
段が登場する中で既存の法的性質論から演繹的に結論を導く論法は限界を迎え、機能主義
的に把握する必要に迫られている。その中で、従来から存在する銀⾏預⾦振込取引・証券⼝
座決済との対⽐から、倒産隔離効を決するのは、法的性質論ではなく帰属の判断が可能とな
る種類物性（特定物性）の程度の問題であるとの試論を提⽰する。 
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